
 企業にとって、労災の扱いは、現場で発生する事故が多かった時代から、ホワイトカラーを 
中心とした精神的な労災、つまり「うつ病による過労死」が多くなったこと注目されます。 
このような中、2000年3月には電通事件では、1億6800万円の損害賠償判決が出ました。 
これは、企業における「安全配慮義務」が欠けていたというものでした。 
 従来の物理的な安全配慮はもちろん、心身の安全配慮を講ずることを促した内容でした。 
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② 安全配慮義務 (労働契約法 第5条、労働安全衛生法 第69条)   

 
   

 

 安全配慮義務は、労働関係法規に
直接規定されているのではなく、雇用
契約によって発生する義務と考えられ
ています。 

 しかし、実際に、雇用契約に「会社は
社員の健康に配慮する義務を負担し
ます」と書いてあるものはありません。 

 しかし、このような規定がなくとも、会
社は雇用契約によって社員を管理し、
労働力を利用して利益を得ている以上、
その過程で社員の心身の健康を損な
わないように注意する義務というのが
当然というのが判例です。 

 

 

 

 

 過労自殺に対して「安全配慮義務」違
反による賠償責任を初めて認めた最高
裁判決があったことです。(右記) 
(最高裁の判決の一部) 

使用者は、業務の遂行に伴う疲労や
心理的負荷等が過度に蓄積して労
働者の心身の健康を損なうことがな
いように注意する義務を負う。 

① なぜ企業にとって「安全配慮義務」が大切か 

 システム・コンサルタント事件    最高裁    3,200万円  

 南大阪マイホーム・サービス事件 大阪地裁    3,960万円  

 みくまの農協事件                     和歌山地裁   859万円  

 川崎水道局事件                          東京高裁   2,100万円  

 富士保安警備事件                      東京地裁    6,294万円  
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